Ⅲ．国債条件付売買
１．売買

（１）売買代金の計算および買入または売却の実行

イ．事務の流れ

売買代金の計算および買入または売却の実行にかかる事務の流れは、日銀国債買現先と日銀国債売現先の別に次の図のとおりです。それぞれ、売買先による決済代行先への国債の受払等にかかる事務の委託の有無により事務の流れが異なります。

（イ）日銀国債買現先

ａ．売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託しない場合

（売買先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本銀行）

［金融調節等入札連絡事務］


［国債売買関係事務］








［国債資金同時受渡関係事務］











（注１）日本銀行は、売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）売買先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、売買先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の返戻および当座勘定への入金を行います。

ｂ．売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合

（売買先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本銀行）

［金融調節等入札連絡事務］


［国債売買関係事務］







（決済代行先）

［国債資金同時受渡関係事務］








（注１）日本銀行は、決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）決済代行先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、決済代行先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の返戻および当座勘定への入金を行います。

※　国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口を申出ている場合に行う必要があります。

（ロ）日銀国債売現先

ａ．売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託しない場合

（売買先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本銀行）

［金融調節等入札連絡事務］


［国債売買関係事務］



［国債資金同時受渡関係事務］










（注１）日本銀行は、売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）売買先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、売買先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の差入および当座勘定からの引落を行います。

ｂ．売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合

（売買先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本銀行）

［金融調節等入札連絡事務］



［国債売買関係事務］



（決済代行先）

［国債資金同時受渡関係事務］









（注１）日本銀行は、決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）決済代行先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、決済代行先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の差入および当座勘定からの引落を行います。

ロ．事務の詳細

国債条件付売買における事務の詳細を日銀国債買現先と日銀国債売現先の別に整理すると、次のとおりです。

（イ）日銀国債買現先

ａ．「売渡国債明細」の送信

売買先は、「募入決定通知」の内容にもとづいて、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421101）に従い、日本銀行に売渡す国債の額面金額等の明細を「売渡国債明細」の送信により通知します。

「売渡国債明細」の送信に当っては、特に次の点に注意してください。

①　指定可能な銘柄

「売渡国債明細」において指定できる銘柄の詳細については、［参考］１．を参照してください。

②　指定可能な明細数および銘柄数

「売渡国債明細」において指定できる明細の数は、最大６０件です。この時、期間利回りおよび銘柄が同一の明細を複数入力することが可能です。

ｂ．「売渡国債明細」の訂正

売買先は、送信した「売渡国債明細」について「国債売買確認サイン」を送信するまでの間は、当該「売渡国債明細」を取消し、改めて「売渡国債明細」を送信することが可能です。

この取消および送信は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421101）に従い、「売渡国債明細」を日本銀行に再送信することにより行います。

日本銀行は、売買先が再送信した「売渡国債明細」を受信した場合には、これにもとづき、この受信の直前に受信した同じ取引通番の「売渡国債明細」の取消を行います。

ｃ．「国債売買確認サイン」の送信等

（ａ）「国債売買確認サイン」の送信

日本銀行は、売買先から「売渡国債明細」を受信した場合には、遅滞なく、当該売買先に対して「共通受付済応答」を送信し、また、当該「売渡国債明細」にもとづき、個別契約毎に契約番号の付与（注１）および売買代金の計算（注２）を行い、その結果を、売買先に対し、「売渡国債明細処理済通知」として送信します。売買先は、当該「売渡国債明細処理済通知」に表示された売買代金の計算結果および売買内容を確認のうえ、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421102）に従い、遅滞なく「国債売買確認サイン」を日本銀行に送信します（注３）。この場合において、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する売買先が決済先の一時的な変更を依頼するときは、変更後の決済先を指定します（注４）。日本銀行は、「国債売買確認サイン」を受信した場合には、遅滞なく、「国債売買確認サイン」の送信を行った売買先に対し、「共通受付済応答」を送信し、また、「国債売買確認サイン受付通知」を送信します。

また、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する売買先は、直ちに、「売渡国債明細処理済通知」に表示された売買代金の計算結果および売買内容を決済代行先に連絡してください。

（注１）①銘柄コードの昇順、②期間利回りの降順（銘柄が同一の明細が存在する場合）、③「売渡国債明細」における額面金額の入力順（銘柄および期間利回りが同一の明細が存在する場合）に、連続した番号を付します。

（注２）日本銀行は、「募入決定通知」を送信した日における買入国債の単利利回りまたは単価から時価を計算し、買入代金を計算します。計算式については、［参考］２．（２）イ．およびロ．を参照してください。
（注３）日本銀行は、「国債売買確認サイン」の送信をもって、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する売買先から、日銀国債買現先における買入にかかる所得税法第２２４条の３に定める株式等の譲渡の対価の受領者等の告知を受けたものとします。
（注４）当該端末操作手順にて決済先の指定がない場合は、決済代行先（対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合はプライマリー決済代行先）が決済先となります。売買先が国債振替決済制度における参加者（間接参加者を除きます。）および国債資金同時受渡関係事務についての利用先である場合に限り、売買先自身を変更後の決済先として指定することも可能です。

（ｂ）売渡す国債の個別契約の変更

売買先は、「国債売買確認サイン」を送信した後、「募入決定通知」に表示された取引実行日に限り、決済先が当該「国債売買確認サイン」の売買内容にかかる「決済指示（国債）」を送信するまでの間、売渡す国債の個別契約の変更を請求することが可能です（即日取引については、この個別契約の変更の請求を行うことはできません。）。売買先は、この個別契約の変更請求を行う場合には、日本銀行金融市場局（市場調節課調節業務グループ）に対し、午後２時までに、変更を請求する旨電話で連絡するとともに、「確認サイン再入力許可請求書」（第１号書式）を日本銀行金融市場オンライン（以下「市場オンライン」といいます。）により送信します。なお、変更後の個別契約において指定できる銘柄は、ａ．①と同様です。

日本銀行金融市場局（市場調節課調節業務グループ）は、当該「確認サイン再入力許可請求書」により売買先が日本銀行に請求した個別契約の変更の諾否を電話等により売買先に連絡します。日本銀行は、その請求に応じる場合には、次の各号に掲げる売買先または決済先に対し、当該各号に定める通知を送信します。

ｉ．売買先
「確認サイン再入力許可通知」（4211-00300）

ⅱ．変更前の個別契約について、「国債資金同時受渡依頼受付案内」が送信された決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗

「国債資金同時受渡依頼取消案内」
売買先は、受信した「確認サイン再入力許可通知」を確認したうえで、ｂ．により「売渡国債明細」の再送信を行ったうえ（注）、再度「国債売買確認サイン」を送信してください。

日本銀行は、変更後の「国債売買確認サイン」を受信した場合には、遅滞なく、「国債売買確認サイン」の送信を行った売買先に対し、「共通受付済応答」を送信し、また、再度「国債売買確認サイン受付通知」を送信します。

また、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する売買先は、直ちに、売渡す国債の個別契約を変更した旨ならびに再送信した「売渡国債明細」にかかる「売渡国債明細処理済通知」に表示された売買代金の計算結果および売買内容を、決済代行先に連絡してください。

（注）日本銀行は、「募入決定通知」を送信した日における個別契約変更後の買入国債の単利利回りまたは単価から時価を計算し、個別契約変更後の買入代金を計算します。
	（4211-00300）

	確認サイン再入力許可通知

取引内容　　　　　　　

取引実行日　　　　　　　　　取引通番　　　　　　　　契約番号　　　　　　



	（注）何も表示されません。


ｄ．「決済指示（国債）」の送信

（ａ）売買先が決済先である場合

日本銀行は、「募入決定通知」に表示された取引実行日に、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」を売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対して送信します（注１）（注２）。なお、日本銀行は、ｃ.（ｂ）において「国債資金同時受渡依頼取消案内」の送信により変更前の個別契約にかかる「国債資金同時受渡依頼受付案内」を取消した場合には、変更後の個別契約にかかる「国債資金同時受渡依頼受付案内」を再度送信します。

売買先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」を受信後、当該取引実行日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201）に従い、当該「国債資金同時受渡依頼受付案内」に表示された買入を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注３）し、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である売買先が、当該個別契約の買入国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（国債）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

（注１）売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗と売買先が異なる場合には、同店舗から売買先に対し、速やかに通知内容を連絡してください。

（注２）「決済指示（国債）」の入力時間帯（開始時刻）より前に送信します。
（注３）「決済指示（国債）」を送信したものの、国債残高不足等が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

（ｂ）決済代行先が決済先である場合

日本銀行は、売買先が受信する「募入決定通知」に表示された取引実行日に、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」を決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対して送信します（注１）（注２）。なお、日本銀行は、ｃ.（ｂ）において「国債資金同時受渡依頼取消案内」の送信により変更前の個別契約にかかる「国債資金同時受渡依頼受付案内」を取消した場合には、変更後の個別契約にかかる「国債資金同時受渡依頼受付案内」を再度送信します。

決済代行先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」を受信後、当該取引実行日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201）に従い、当該「国債資金同時受渡依頼受付案内」に表示された買入を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注３）（注４）し、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である決済代行先は、当該個別契約の買入国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（国債）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

決済代行先の承認の申出に際し、国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口を申出ている場合には、決済代行先は、売買先から買入国債にかかる振替の申請を受けたうえで、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信してください。

売買先および決済代行先は、十分連絡をとりあったうえ、午後３時までに決済代行先による送信を行うようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、決済代行先による送信を行うことができるように迅速に対応してください。

（注１）決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗と決済代行先が異なる場合には、同店舗から決済代行先に対し、速やかに通知内容を連絡してください。

（注２）「決済指示（国債）」の入力時間帯（開始時刻）より前に送信します。
（注３）「決済指示（国債）」を送信したものの、国債残高不足等が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

（注４）決済代行先が、売買先でもある場合または複数の先から決済を委託されている場合には、受付番号を入力してください。

ｅ．買入の実行

日本銀行は、「決済指示（国債）」を受信した場合には、遅滞なく、国債残高不足が生じない個別契約について、買入国債の決済先の参加者口座から日本銀行の参加者口座への口座振替および買入代金の決済先の当座勘定への入金を行うとともに、その送信を行った決済先に対し「国債資金同時受渡決済指示受付通知」および「当座勘定入金通知（国債資金同時受渡）」を、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡実行通知」を、それぞれ送信します。

なお、日本銀行は、同時担保受払コードが入力された「決済指示（国債）」を受信した場合には、当該入金時に同時担保受払を行います。

（ロ）日銀国債売現先

ａ．「国債売買確認サイン」の送信

売買先は、「募入決定通知」に表示された売買代金の計算結果（注１）および売買内容を確認のうえ、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421102）に従い、遅滞なく「国債売買確認サイン」を日本銀行に送信します（注２）。この場合において、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する売買先が決済先の一時的な変更を依頼するときは、変更後の決済先を指定します（注３）。日本銀行は、「国債売買確認サイン」を受信した場合には、遅滞なく、「国債売買確認サイン」の送信を行った売買先に対し、「共通受付済応答」を送信し、また、「国債売買確認サイン受付通知」を送信します。

また、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する売買先は、直ちに、「募入決定通知」に表示された売買代金の計算結果および売買内容を決済代行先に連絡してください。

（注１）日本銀行は、「募入決定通知」を送信した日における売却国債の単利利回りまたは単価から時価を計算し、売却代金を計算します。計算式については［参考］２．（２）イ．およびロ．を参照してください。
（注２）日本銀行は、「国債売買確認サイン」の送信をもって、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する売買先から、日銀国債売現先における買戻にかかる所得税法第２２４条の３に定める株式等の譲渡の対価の受領者等の告知を受けたものとします。
（注３）当該端末操作手順にて決済先の指定がない場合は、決済代行先（対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合はプライマリー決済代行先）が決済先となります。売買先が国債振替決済制度における参加者（間接参加者を除きます。）および国債資金同時受渡関係事務についての利用先である場合に限り、売買先自身を変更後の決済先として指定することも可能です。

ｂ．「決済指示（資金）」の送信

（ａ）売買先が決済先である場合

日本銀行は、「募入決定通知」に表示された取引実行日に、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗および売買先に対してそれぞれ送信します（注１）。

売買先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を受信後、当該取引実行日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751301）に従い、「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」に表示された売却を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注２）し、「決済指示（資金）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である売買先は、当該個別契約の売却国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（資金）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

（注１）「決済指示（資金）」の入力時間帯（開始時刻）より前に送信します。
（注２）「決済指示（資金）」を送信したものの、当座勘定残高の不足が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

（ｂ）決済代行先が決済先である場合

日本銀行は、売買先が受信する「募入決定通知」に表示された取引実行日に、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗および決済代行先に対してそれぞれ送信します（注１）。

決済代行先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を受信後、当該取引実行日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751301）に従い、当該「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」に表示された売却を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注２）（注３）し、「決済指示（資金）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である決済代行先は、当該個別契約の売却国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（資金）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

決済代行先の承認の申出に際し、国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口を申出ている決済代行先は、同時担保受払の依頼を行うことはできません。

売買先および決済代行先は、十分連絡をとりあったうえ、午後３時までに決済代行先による送信を行うようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、決済代行先による送信を行うことができるように迅速に対応してください。

（注１）「決済指示（資金）」の入力時間帯（開始時刻）より前に送信します。
（注２）「決済指示（資金）」を送信したものの、当座勘定残高の不足が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

（注３）決済代行先が、売買先でもある場合または複数の先から決済を委託されている場合には、受付番号を入力してください。

ｃ．売却の実行

日本銀行は、「決済指示（資金）」を受信した場合には、遅滞なく、当座勘定の引落資金不足が生じない個別契約について、売却代金の決済先の当座勘定からの引落および売却国債の日本銀行の参加者口座から決済先の参加者口座への口座振替を行うとともに、その送信を行った決済先に対し「国債資金同時受渡決済指示受付通知」および「国債資金同時受渡実行通知（資金）」を、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡実行通知」を、それぞれ送信します。

なお、日本銀行は、同時担保受払コードが入力された「決済指示（資金）」を受信した場合には、当該口座振替時に同時担保受払を行います。

（２）期日決済

イ．事務の流れ

期日決済にかかる事務の流れは、日銀国債買現先と日銀国債売現先の別に次の図のとおりです。それぞれ、売買先による決済代行先への国債の受払等にかかる事務の委託の有無により異なります。

（イ）日銀国債買現先

ａ．売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託しない場合

（売買先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本銀行）

［国債売買関係事務］




［国債資金同時受渡関係事務］











（注１）日本銀行は、売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）売買先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、売買先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の差入および当座勘定からの引落を行います。

ｂ．売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合

（決済代行先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本銀行）

［国債売買関係事務］




［国債資金同時受渡関係事務］










（注１）日本銀行は、決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）決済代行先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、決済代行先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の差入および当座勘定からの引落を行います。

（ロ）日銀国債売現先

ａ．売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託しない場合

（売買先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本銀行）

［国債売買関係事務］



［国債資金同時受渡関係事務］






（注１）日本銀行は、売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）売買先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、売買先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の返戻および当座勘定への入金を行います。

ｂ．売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合

（売買先）


（決済代行先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本銀行）

［国債売買関係事務］



［国債資金同時受渡関係事務］








（注１）日本銀行は、決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）決済代行先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、決済代行先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の返戻および当座勘定への入金を行います。

※　国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口を申出ている場合に行う必要があります。

ロ．事務の詳細

（イ）日銀国債買現先

ａ．「国債条件付売買期日決済案内」の受信

日本銀行は、売買先が受信する「募入決定通知」に表示された売戻日の前営業日の夕刻に、次に示す「国債条件付売買期日決済案内」を決済先に送信します。当該「国債条件付売買期日決済案内」を受信した決済先は、これにより売戻日に行う期日決済の内容を確認してください。

	（4211-00800、4211-00801）

	国 債 条 件 付 売 買 期 日 決 済 案 内

　　売戻・買戻日　　　  　　対象先　　　　　　   　　　　

　　売戻

　　 取引実行日　取引　銘　　柄　　　　　　　 契約　　   額面金額 　　入金・引落額　　　差替実行日

通番　　　　　　　　　　　　 番号　    （百万円）　　  　  （円）　　　

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　  　　　　　 　　　 　   　 　　（注）

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　小　　計　　　　 　　　 　　　 　　 　　　　　　　　
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　  　　　　　 　　　 　   　 　　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　小　　計　　　　 　　　 　　　 　　 　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　合　　計　　　　 　　　 　　　 　　 　　　　　　　　
　　

	（注）差替を実行した明細が存在するときのみ、直近の差替実行日が表示されます。


ｂ．「決済指示（資金）」の送信

（ａ）売買先が決済先である場合

日本銀行は、「国債条件付売買期日決済案内」に表示された売戻日に、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗および売買先に対してそれぞれ送信します（注１）。

売買先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を受信後、当該売戻日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751301）に従い、「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」に表示された売戻を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注２）し、「決済指示（資金）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である売買先は、当該個別契約の売戻す国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（資金）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

（注１）「決済指示（資金）」の入力時間帯（開始時刻）より前に送信します。
（注２）「決済指示（資金）」を送信したものの、当座勘定残高の不足が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

（ｂ）決済代行先が決済先である場合

日本銀行は、「国債条件付売買期日決済案内」に表示された売戻日に、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗および決済代行先に対してそれぞれ送信します（注１）。

決済代行先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を受信後、当該売戻日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751301）に従い、当該「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」に表示された売戻を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注２）（注３）し、「決済指示（資金）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である決済代行先は、当該個別契約の売戻す国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（資金）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

決済代行先の承認の申出に際し、国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口を申出ている決済代行先は、同時担保受払の依頼を行うことはできません。

売買先および決済代行先は、十分連絡をとりあったうえ、午後３時までに決済代行先による送信を行うようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、決済代行先による送信を行うことができるように迅速に対応してください。

なお、当該個別契約の売買先が、買入時に（１）ロ．（イ）c．（a）により決済先の一時的な変更を行った場合であっても、期日決済の決済先は通常利用している決済代行先（対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合はプライマリー決済代行先）となります。売買先は、期日決済の決済先を売買先（売買先が国債振替決済制度における参加者（間接参加者を除きます。）および国債資金同時受渡関係事務の利用先である場合に限ります。）またはプライマリー決済代行先以外の決済代行先（対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合に限ります。）に一時的に変更する必要がある場合には、その旨を日本銀行業務局（営業業務課営業業務グループ）に申出てください。日本銀行は、やむを得ない事情があると認める場合に限り、この申出を認めることがあります。当該変更の詳細については、日本銀行の指示に従ってください。

（注１）「決済指示（資金）」の入力時間帯（開始時刻）より前に送信します。
（注２）「決済指示（資金）」を送信したものの、当座勘定残高の不足が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

（注３）決済代行先が、売買先でもある場合または複数の先から決済を委託されている場合には、受付番号を入力してください。

ｃ．売戻の実行

日本銀行は、「決済指示（資金）」を受信した場合には、遅滞なく、当座勘定の引落資金不足が生じない個別契約について、売戻代金の決済先の当座勘定からの引落および売戻す国債の日本銀行の参加者口座から決済先の参加者口座への口座振替を行うとともに、その送信を行った決済先に対し「国債資金同時受渡決済指示受付通知」および「国債資金同時受渡実行通知（資金）」を、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡実行通知」を、それぞれ送信します。

なお、日本銀行は、同時担保受払コードが入力された「決済指示（資金）」を受信した場合には、当該口座振替時に同時担保受払を行います。

（ロ）日銀国債売現先

ａ．「国債条件付売買期日決済案内」の受信

日本銀行は、売買先が受信する「募入決定通知」に表示された買戻日の前営業日の夕刻に、次に示す「国債条件付売買期日決済案内」を決済先に送信します。当該「国債条件付売買期日決済案内」を受信した決済先は、これにより買戻日に行う期日決済の内容を確認してください。

ｂ．「決済指示（国債）」の送信

（ａ）売買先が決済先である場合

日本銀行は、「国債条件付売買期日決済案内」に表示された買戻日に、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」を売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対して送信します（注１）（注２）。

売買先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」を受信後、当該買戻日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201）に従い、当該「国債資金同時受渡依頼受付案内」に表示された買戻を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注３）し、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である売買先は、当該個別契約の買戻す国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（国債）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

（注１）売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗と売買先が異なる場合には、同店舗から売買先に対し、速やかに通知内容を連絡してください。

（注２）「決済指示（国債）」の入力時間帯（開始時刻）より前に送信します。
（注３）「決済指示（国債）」を送信したものの、国債残高不足等が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

（ｂ）決済代行先が決済先である場合

日本銀行は、「国債条件付売買期日決済案内」に表示された買戻日に、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」を決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対して送信します（注１）（注２）。

決済代行先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」を受信後、当該買戻日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201）に従い、当該「国債資金同時受渡依頼受付案内」に表示された買戻を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注３）（注４）し、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である決済代行先は、当該個別契約の買戻す国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（国債）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

決済代行先の承認の申出において、国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口を申出ている場合には、決済代行先は、売買先から売買国債にかかる振替の申請を受けたうえで、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信してください。

売買先および決済代行先は、十分連絡をとりあったうえ、午後３時までに決済代行先による送信を行うようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、決済代行先による送信を行うことができるように迅速に対応してください。

なお、当該個別契約の売買先が、買入時に（１）ロ．（ロ）a.により決済先の一時的な変更を行った場合であっても、期日決済の決済先は通常利用している決済代行先（対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合はプライマリー決済代行先）となります。売買先は、期日決済の決済先を売買先（売買先が国債振替決済制度における参加者（間接参加者を除きます。）および国債資金同時受渡関係事務についての利用者である場合に限ります。）またはプライマリー決済代行先以外の決済代行先（決済代行先が複数登録されている場合に限ります。）に一時的に変更する必要がある場合には、その旨を日本銀行業務局（営業業務課営業業務グループ）に申出てください。日本銀行は、やむを得ない事情があると認める場合に限り、この申出を認めることがあります。当該変更の詳細については、日本銀行の指示に従ってください。

（注１）決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗と決済代行先が異なる場合には、同店舗から売買先に対し、速やかに通知内容を連絡してください。

（注２）「決済指示（国債）」の入力時間帯（開始時刻）より前に送信します。
（注３）「決済指示（国債）」を送信したものの、国債残高不足等が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

（注４）決済代行先が、売買先でもある場合または複数の先から決済を委託されている場合には、受付番号を入力してください。

ｃ．買戻の実行

日本銀行は、「決済指示（国債）」を受信した場合には、遅滞なく、国債残高不足が生じない個別契約について、買戻す国債の決済先の参加者口座から日本銀行の参加者口座への口座振替および買戻代金の決済先の当座勘定への入金を行うとともに、その送信を行った決済先に対し「国債資金同時受渡決済指示受付通知」および「当座勘定入金通知（国債資金同時受渡）」を、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡実行通知」を、それぞれ送信します。

なお、日本銀行は、同時担保受払コードが入力された「決済指示（国債）」を受信した場合には、当該入金時に同時担保受払を行います。

（３）残高不足発生時の取扱い

イ．残高不足発生時の処理等

決済先が「決済指示（国債）」または「決済指示（資金）」の送信を行った場合に残高不足が発生するケースとしては、次の３つがあります。

①　買入または買戻の実行時に国債残高不足が生じる場合

②　買入または買戻の実行時に担保余裕額の不足が生じる場合

③　売却または売戻の実行時に当座勘定に引落資金不足が生じる場合

（イ）買入または買戻の実行時に国債残高不足が生じる場合

日本銀行は、買入または買戻のための「決済指示（国債）」を受信した場合において、当該「決済指示（国債）」にもとづく処理を行うと買入または買戻にかかる払出口座に国債残高不足が生じるときは、その個別契約に対応する売買国債について買入または買戻を行わず、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡決済指示取消通知」を送信します。

決済先は、買入または買戻が行われなかった場合には、処理未了となっている個別契約について国債残高不足の解消に必要な措置を講じたうえで、再度「決済指示（国債）」を送信してください（注）。

（注）同時担保受払先である決済先は、その個別契約について担保残高および担保余裕額に不足が生じない場合には、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行うことが可能です。

（ロ）買入または買戻の実行時に担保余裕額の不足が生じる場合

日本銀行は、同時担保受払の依頼を伴う「決済指示（国債）」を受信した場合において、当該「決済指示（国債）」にもとづく処理を行うと担保の不足が生じるときは、その個別契約に対応する売買国債について買入または買戻を行わず、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡決済指示取消通知」を送信します。

決済先は、買入または買戻が行われなかった場合には、処理未了となっている個別契約について担保の不足の解消に必要な措置を講じたうえで、再度「決済指示（国債）」を送信してください（注）。

（注）決済先は、その個別契約について払出口座の払出可能国債残高に不足が生じない場合には、担保余裕額不足の解消を行わずとも、同時担保受払を伴わない「決済指示（国債）」を送信することにより買入または買戻を実行することが可能です。

（ハ）売却または売戻の実行時に当座勘定に引落資金不足が生じる場合

日本銀行は、売却または売戻の実行時に「決済指示（資金）」を受信した場合において、当該「決済指示（資金）」にもとづく処理を行うと決済先の当座勘定に引落資金不足が生じるときは、その個別契約に対応する売買国債について売却または売戻を行わず、決済先に対し「国債資金同時受渡決済指示取消通知」を送信します。
決済先は、売却または売戻が行われなかった場合には、当座勘定の引落資金不足の解消に必要な措置を講じたうえで、再度「決済指示（資金）」を送信してください。

ロ．残高不足が解消できない場合における取扱い

決済先は、残高不足の解消を見込むことができない場合には、直ちに日本銀行業務局（営業業務課営業業務グループ）に連絡し、その指示に従ってください。日本銀行は、必要があると認める場合には、全部または一部の個別契約について売買国債の買入、売却、買戻または売戻を行わず、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡依頼取消案内」を、売買先に対し「国債売買データ取消通知」を、それぞれ送信します。また、日本銀行が売却または売戻を取消す場合には、これに加え、決済先に「国債資金同時受渡決済指示対象通知［取消］」を送信します。

２．純与信額

（１）純与信額の計算

日本銀行は、毎営業日、売買先毎に、次に示すところにより、純与信額を計算します。

純与信額 ＝ 個別与信額合計額（注）の絶対値

（注）個別与信額合計額が正である場合には、日本銀行が売買先に対し純与信額を有することを示し、負である場合には、売買先が日本銀行に対し純与信額を有することを示します。

個別与信額とは、毎営業日の業務開始時点において、イ．およびロ．に掲げる国債条件付売買の種類に応じ、個別契約毎に（イ）の金額から（ロ）の金額を減じることにより計算した金額（注）をいい、日本銀行は、個別与信額を売買先別に合算することにより個別与信額合計額を計算します。

（注）計算式については、［参考］２．（２）ハ．を参照してください。

イ．日銀国債買現先

（イ）純与信額の計算を行う日（以下「純与信額計算日」といいます。）を売戻日とみなすことにより計算した売戻代金に日本銀行が「国債の条件付売買にかかる時価売買価格比率」１．において定める時価売買価格比率を乗じた金額

（ロ）純与信額計算日の時価にもとづき計算した買入国債の時価評価額（注）
（注）時価評価額とは、額面１００円当りの時価に国債の額面金額を乗じて１００で除した金額（ただし、物価連動国債については、当該金額に連動係数を乗じた金額）をいい、円位未満は切捨とします。以下同じです。
ロ．日銀国債売現先

（イ）純与信額計算日の時価にもとづき計算した売却国債の時価評価額

（ロ）純与信額計算日を買戻日とみなすことにより計算した買戻代金に日本銀行が「国債の条件付売買にかかる時価売買価格比率」１．において定める時価売買価格比率を乗じた金額

個別与信額の計算対象は、取引実行日（即日取引については、取引実行日の翌営業日）から売戻・買戻日の前営業日までの間の国債条件付売買にかかる個別契約とします。

売買先が日本銀行に売渡す国債の銘柄を取引実行日に変更した場合には、取引実行日は変更する前の売渡す国債にかかる個別契約を個別与信額の計算対象とし、取引実行日の翌営業日以後は変更した後の国債にかかる個別契約を個別与信額の計算対象とします。

また、利用先が買入国債の差替を行った場合には、差替実行日までは差替前買入国債にかかる個別契約を個別与信額の計算対象とし、差替実行日の翌営業日以後は差替後買入国債にかかる個別契約を個別与信額の計算対象とします。

（２）純与信額の所要担保価額への計上

日本銀行は、毎営業日の業務開始時点において、日本銀行が売買先に対し純与信額を有する場合には、遅滞なく、当該純与信額について、売買先が属する金融機関等の所要担保価額合計額に計上します。

売買先は、日本銀行が売買先に対して純与信額（注）を有するために担保余裕額不足となっている場合には、日本銀行の指示に従い、担保の追加差入等により、午後１時までに担保余裕額不足を解消してください。なお、担保余裕額不足が解消されるまでの間、日本銀行は、追加の与信（日中当座貸越を含みます。）および共通担保の返戻は行いませんのでご留意ください（ただし、担保余裕額の不足額が拡大しない範囲で同時担保受払機能の利用は認めます。）。
（注）純与信額の確認方法については、第１編Ⅰ．２．（３）を参照してください。

３．買入国債の差替

（１）買入国債の差替の請求および実行

イ．事務の流れ

買入国債の差替にかかる事務の流れは、売買先による決済代行先への国債の受払等にかかる事務の委託の有無の別に次の図のとおりです。

（イ）売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託しない場合

（売買先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本銀行）

［国債売買関係事務］


［国債資金同時受渡関係事務］

＜差替後買入国債の買入＞





＜差替前買入国債の売戻＞





（注１）日本銀行は、売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）極力、差替後買入国債の買入にかかる「決済指示（国債）」を送信し、同送信にかかる決済終了を確認した後、差替前買入国債の売戻にかかる「決済指示（資金）」を送信してください。また、売買先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、売買先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の返戻および当座勘定への入金または担保の差入および当座勘定からの引落を行います。

（ロ）売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する場合

（売買先）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本銀行）

［国債売買関係事務］


（決済代行先）

［国債資金同時受渡関係事務］

＜差替後買入国債の買入＞





＜差替前買入国債の売戻＞





（注１）日本銀行は、決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に送信します。

（注２）極力、差替後買入国債の買入にかかる「決済指示（国債）」を送信し、同送信にかかる決済終了を確認した後、差替前買入国債の売戻にかかる「決済指示（資金）」を送信してください。また、決済代行先は、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行う場合には、同時担保受払コードを入力します。

（注３）日本銀行は、決済代行先から国債資金同時受渡と同時に同時担保受払の依頼を受けた場合には、担保の返戻および当座勘定への入金または担保の差入および当座勘定からの引落を行います。

※　国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口を申出ている場合に行う必要があります。

ロ．事務の詳細

買入国債の差替における事務の詳細は、次のとおりです。

（イ）「売渡国債差替請求」の送信

売買先は、日本銀行に対し、買入国債の差替を請求する場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421103）に従い、「売渡国債差替請求」を日本銀行に送信します。

日本銀行は、「売渡国債差替請求」を受信後速やかにその請求の諾否を決定し、これを承諾する場合は当該売買先に対し、「売渡国債差替請求承諾通知」を送信します（当該請求を日本銀行が承諾しない場合は、エラーとなり、エラーメッセージが表示されます。）（注）。

なお、売買先は、（ニ）により差替を行った差替後買入国債について、その差替実行日中に、再度、差替を請求する必要がある場合には、業務局営業業務課営業業務グループに連絡し、その指示に従ってください。

（注）「売渡国債差替請求承諾通知」を受信した対象先は、通知の内容に異議がある場合には、電話等により直ちに日本銀行金融市場局（市場調節課調節業務グループ）に異議の申立を行ってください（その際、申立を受付けた日本銀行金融市場局の担当者の氏名を必ず確認してください。）。

「売渡国債差替請求」の送信に当っては、特に次の点に注意してください。

ａ．差替可能期間

売買先は、取引実行日の翌営業日から売戻日の前営業日までの間に限り、買入国債の差替を請求することができます。

ｂ．差替可能な銘柄

売買先は、差替後買入国債の銘柄が［参考］１．（６）の事項を充たす場合に限り、買入国債の差替を請求することができます。

ｃ．差替実行日および売戻日

差替実行日は、差替請求日と同一とします。また、差替後買入国債の売戻日は、差替前買入国債の売戻日と同一とします。

ｄ．買入代金および売戻代金

差替後買入国債の買入代金は、差替実行日を売戻日とみなすことにより計算した当初の日銀国債買現先における買入国債の売戻代金と同額とします。また、差替後買入国債の売戻代金は、当初の日銀国債買現先における買入国債の当初の売戻日における売戻代金と同額とします。

ｅ．期間利回り

差替後買入国債の期間利回りは、当初の日銀国債買現先における買入国債の期間利回りと同一とします。

ｆ．差替後買入国債の時価評価額

差替後買入国債の時価評価額（注）は、差替前買入国債の時価評価額以上の金額とします。

（注）時価評価額を計算するために使用する額面１００円当りの時価の計算式については、［参考］２．（２）イ．を参照してください。

ｇ．「売渡国債差替請求」の承諾の取消

日本銀行は、午後４時３０分までに、買入国債の差替が実行されない場合には、当該差替請求の承諾を取消します。

（ロ）「売渡国債差替請求」の訂正

売買先は、送信した「売渡国債差替請求」について、「売渡国債差替確認サイン」を送信するまでの間は、当該「売渡国債差替請求」を取消し、改めて「売渡国債差替請求」を送信することができます。

この取消および送信は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421103）に従い、「売渡国債差替請求」を日本銀行に再送信することにより行います。

日本銀行は、売買先が再送信した「売渡国債差替請求」を受信した場合において、これを承諾するときは、この受信の直前に受信した同じ差替前買入国債の「売渡国債差替請求」の取消を行います。

（ハ）「売渡国債差替確認サイン」の送信

売買先は、「売渡国債差替請求承諾通知」に表示された差替内容を確認のうえ、所定の端末操作手順（業務処理区分コード421104）に従い、遅滞なく「売渡国債差替確認サイン」を日本銀行に送信します（注１）。この場合において、売買先が決済先を一時的に変更するときは、変更後の決済先を指定します（注２）。日本銀行は、「売渡国債差替確認サイン」を受信した場合には、遅滞なく、「売渡国債差替確認サイン」の送信を行った売買先に対し、「共通決済応答」を送信するとともに、「売渡国債差替確認サイン」の送信を行った売買先に対し、「売渡国債差替確認サイン受付通知」を送信します。

また、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する売買先は、直ちに、「売渡国債差替請求承諾通知」に表示された差替内容を決済代行先に連絡してください。

（注１）日本銀行は、「売渡国債差替確認サイン」の送信をもって、決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託する売買先から、差替後買入国債の買入にかかる所得税法第２２４条の３に定める株式等の譲渡の対価の受領者等の告知を受けたものとします。

（注２）当該端末操作手順にて決済先の指定がない場合は、決済代行先（対象先が複数の決済代行先の承認を受けている場合はプライマリー決済代行先）が決済先となります。売買先が国債振替決済制度における参加者（間接参加者を除きます。）および国債資金同時受渡関係事務についての利用先である場合に限り、売買先自身を変更後の決済先として指定することもできます。

（ニ）「決済指示（国債）」および「決済指示（資金）」の送信および差替

次の各号に定めるところにより、差替後買入国債の買入および差替前買入国債の売戻について、「決済指示（国債）」および「決済指示（資金）」の送信ならびに当該買入および売戻の実行を行います。なお、「決済指示（国債）」および「決済指示（資金）」の送信に当たっては、極力、差替後買入国債の買入にかかる「決済指示（国債）」を送信（a.（a）参照）し、同送信にかかる決済終了を確認した（a.（b）参照）後、差替前買入国債の売戻にかかる「決済指示（資金）」を送信（b.（a）参照）してください。

ａ．差替後買入国債の買入

（ａ）「決済指示（国債）」の送信

ⅰ　売買先が決済先である場合

日本銀行は、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」を売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対して送信します（注１）（注２）。

売買先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」を受信後、当該差替実行日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201）に従い、当該「国債資金同時受渡依頼受付案内」に表示された買入を実行する個別契約に対応する受付番号を入力または取引ＩＤ（注３）し、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である売買先は、当該個別契約の差替後買入国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（国債）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

（注１）売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗と売買先が異なる場合には、同店舗から売買先に対し、速やかに通知内容を連絡してください。

（注２）「売渡国債差替確認サイン」受信後遅滞なく送信します。
（注３）「決済指示（国債）」を送信したものの、国債残高不足等が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

ⅱ　決済代行先が決済先である場合

日本銀行は、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」を決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対して送信します（注１）（注２）。

決済代行先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」を受信後、当該差替実行日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751201）に従い、当該「国債資金同時受渡依頼受付案内」に表示された差替後国債の買入を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注３）（注４）し、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信します。

また、同時担保受払先である決済代行先は、当該個別契約の差替後買入国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（国債）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

決済代行先の承認の申出に際し、国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口を申出ている場合は、決済代行先は、売買先から差替後買入国債にかかる振替の申請を受けたうえで、「決済指示（国債）」を日本銀行に送信してください。

売買先および決済代行先は、十分連絡をとりあったうえ、午後３時までに決済代行先による送信を行うようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、決済代行先による送信を行うことができるように迅速に対応してください。

（注１）決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗と決済代行先が異なる場合には、同店舗から決済代行先に対し、速やかに通知内容を連絡してください。

（注２）「売渡国債差替確認サイン」受信後遅滞なく送信します。
（注３）「決済指示（国債）」を送信したものの、国債残高不足等が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

（注４）決済代行先が、売買先でもある場合または複数の先から決済を委託されている場合には、受付番号を入力してください。

（ｂ）差替後買入国債の買入の実行

日本銀行は、「決済指示（国債）」を受信した場合には、遅滞なく、国債残高不足が生じない個別契約について、差替後買入国債の決済先の参加者口座から日本銀行の参加者口座への口座振替および買入代金の売買先または決済先の当座勘定への入金を行うとともに、その送信を行った決済先に対し「国債資金同時受渡決済指示受付通知」および「当座勘定入金通知（国債資金同時受渡）」を、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡実行通知」を、それぞれ送信します。

なお、日本銀行は、同時担保受払コードが入力された「決済指示（国債）」を受信した場合には、当該入金時に同時担保受払を行います。

ｂ．差替前買入国債の売戻

（ａ）「決済指示（資金）」の送信

ⅰ　売買先が決済先である場合

日本銀行は、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を売買先の属する金融機関等の振決出力指定店舗および売買先に対してそれぞれ送信します（注１）。

売買先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を受信後、当該差替実行日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751301）に従い、「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」に表示された売却を実行する個別契約に対応する受付番号を入力または取引ＩＤ（注２）し、「決済指示（資金）」を日本銀行に送信します（注３）。

また、同時担保受払先である売買先は、当該個別契約の差替前買入国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（資金）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

（注１）「売渡国債差替確認サイン」受信後遅滞なく送信します。
（注２）「決済指示（資金）」を送信したものの、当座勘定残高の不足が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

（注３）極力、差替後買入国債の買入の実行(a.(b)参照)の終了を確認したうえで送信してください。
ⅱ　決済代行先が決済先である場合

日本銀行は、個別契約毎に、受付番号および取引ＩＤを付した「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を決済代行先の属する金融機関等の振決出力指定店舗および決済代行先に対してそれぞれ送信します。（注１）
決済代行先は、「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」を受信後、当該差替実行日の午後３時までに、所定の端末操作手順（業務処理区分コード751301）に従い、当該「国債資金同時受渡依頼受付案内」および「国債資金同時受渡決済指示対象通知」に表示された差替前買入国債の売戻を実行する個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力（注２）（注３）し、「決済指示（資金）」を日本銀行に送信します（注４）。

また、同時担保受払先である決済代行先は、当該個別契約の差替前買入国債について同時担保受払の依頼を行う場合には、「決済指示（資金）」の送信時に、同時担保受払コードを入力します。

決済代行先の承認の申出に際し、国債の受払口座の代行決済口座区分として預り口を申出ている決済代行先は、同時担保受払の依頼を行うことはできません。

売買先および決済代行先は、十分連絡をとりあったうえ、午後３時までに決済代行先による送信を行うようにしてください。売買先と決済代行先との間で国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、売買先および決済代行先は、速やかに連絡をとりあったうえで、決済代行先による送信を行うことができるように迅速に対応してください。

（注１）「売渡国債差替確認サイン」受信後遅滞なく送信します。
（注２）「決済指示（資金）」を送信したものの、当座勘定残高の不足が発生するため処理未了の状態となっている個別契約に対応する受付番号または取引ＩＤを入力することも可能です。

（注３）決済代行先が、売買先でもある場合または複数の先から決済を委託されている場合には、受付番号を入力してください。

（注４）極力、差替後買入国債の買入の実行(a.(b)参照)の終了を確認したうえで送信してください。
（ｂ）差替前買入国債の売戻の実行

日本銀行は、「決済指示（資金）」を受信した場合には、遅滞なく、当座勘定の引落資金不足が生じない個別契約について、売戻代金の決済先の当座勘定からの引落および日本銀行の参加者口座から決済先の参加者口座への口座振替を行うとともに、その送信を行った決済先に対し「国債資金同時受渡決済指示受付通知」および「国債資金同時受渡実行通知（資金）」を、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡実行通知」を、それぞれ送信します。

なお、日本銀行は、同時担保受払コードが入力された「決済指示（資金）」を受信した場合には、当該口座振替時に同時担保受払を行います。

（２）残高不足発生時の取扱い

イ．残高不足発生時の処理等

決済先が「決済指示（国債）」または「決済指示（資金）」の送信を行った場合に残高不足が発生するケースとしては、次の３つがあります。

①　差替後買入国債の買入の実行時に国債残高不足が生じる場合

②　差替後買入国債の買入の実行時に担保余裕額不足が生じる場合

③　差替前買入国債の売戻の実行時に当座勘定に引落資金不足が生じる場合

（イ）差替後買入国債の買入の実行時に国債残高不足が生じる場合

日本銀行は、差替後買入国債の買入の実行時に「決済指示（国債）」を受信した場合において、当該「決済指示（国債）」にもとづく処理を行うと差替後買入国債の買入にかかる払出口座に国債残高不足が生じるときは、その個別契約の差替後買入国債について買入を行わず、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡決済指示取消通知」を送信します。

決済先は、差替後買入国債の買入が行われなかった場合には、処理未了となっている個別契約の差替後買入国債について国債残高不足の解消に必要な措置を講じたうえで、再度「決済指示（国債）」を送信してください（注）。

（注）同時担保受払先である決済先は、その個別契約について担保残高および担保余裕額に不足が生じない場合には、国債資金同時受渡と同時に、同時担保受払を行うことが可能です。

（ロ）差替後買入国債の買入の実行時に担保余裕額不足が生じる場合

日本銀行は、同時担保受払の依頼を伴う差替後買入国債の買入の実行時に同時担保受払コードが入力された「決済指示（国債）」を受信した場合において、当該「決済指示（国債）」にもとづく処理を行うと担保不足が生じるときは、その個別契約の差替後買入国債について買入を行わず、決済先の属する金融機関等の振決出力指定店舗に対し「国債資金同時受渡決済指示取消通知」を送信します。

決済先は、差替後買入国債の買入が行われなかった場合には、処理未了となっている個別契約の差替後買入国債について担保不足の解消に必要な措置を講じたうえで、再度「決済指示（国債）」を送信してください（注）。

（注）決済先は、その個別契約について払出口座の払出可能国債残高に不足が生じない場合には、担保余裕額不足の解消を行わずとも、同時担保受払を伴わない「決済指示（国債）」を送信することにより買入を実行することが可能です。

（ハ）差替前買入国債の売戻の実行時に当座勘定に引落資金不足が生じる場合

日本銀行は、差替前買入国債の売戻の実行時に「決済指示（資金）」を受信した場合において、当該「決済指示（資金）」にもとづく処理を行うと決済先の当座勘定に引落資金不足が生じるときは、その個別契約の差替前買入国債について売戻を行わず、決済先に対し「国債資金同時受渡決済指示取消通知」を送信します。

決済先は、売戻が行われなかった場合には、当座勘定の引落資金不足の解消に必要な措置を講じたうえで、再度「決済指示（資金）」を送信してください。

ロ．残高不足が解消できない場合における取扱い

決済先は、残高不足の解消を見込むことができない場合には、直ちに日本銀行業務局（営業業務課営業業務グループ）に連絡し、その指示に従ってください。

（３）差替後買入国債の売戻の実行にかかる取扱い

差替後買入国債の売戻の実行にかかる事務は、期日決済にかかる事務と同じです。詳細については、１．（２）を参照してください。

４．売買国債の利子の精算

（１）国債利子精算額の計算および入金・引落

日本銀行は、国債条件付売買における売買国債を対象に、売買先毎に計算した国債利子精算額（注１）（注２）を、利子支払期日（注３）の業務開始後速やかに、決済先の当座勘定に入金し、または決済先の当座勘定から引落します（注４）。日本銀行は、入金または引落の完了後遅滞なく、売買先に対し、「国債利子精算通知」（4211-00700）（注５）を送信し、決済先に対し、「当座勘定引落通知」（2111-00400）または「当座勘定入金通知」（2111-00500）（注６）を送信します。

（注１）日銀国債売現先（国債補完供給）の売買先の場合、国債条件付売買および日銀国債売現先（国債補完供給）の両取引にかかる国債利子精算額が合算されます。

（注２）計算式については、［参考］２．（２）ホ．を参照してください。

（注３）銀行休業日の場合には翌営業日となります。

（注４）日銀国債売現先（国債補完供給）の売買先の場合、（注１）により合算された国債利子精算額について、当該売買先またはその決済代行先の当座勘定に入金し、または当該売買先またはその決済代行先の当座勘定から引落とします。

（注５）国債利子精算額がゼロである場合においても送信します。

（注６）国債利子精算額がゼロであり、決済先の当座勘定への入金または引落を行わない場合には送信しません。

	(4211-00700）

	
国 債 利 子 精 算 通 知

利子支払期日 　  　　

利子支払日　 　      

＊＊＊  以下の利子の精算は終了しました  ＊＊＊

  取引実行者    　  　　　　　                      売戻条件付買入国債   買戻条件付売却国債

  取  引    取引                        　 表面利率    　額面残高（千円）     額面残高（千円）

  実行日    通番  銘    柄                 　（％）    　　  利子額（円）         利子額（円）

  　　　　  　　  　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　　　　　　　　     　　　　　　　　

  　　　　  　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　     　　　　　　　　

     

                  合    計                              　　　　　　　　     　　　　　　　　
                  決済代行先　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　   　　　　  　　　　
 　　　　　　     当座勘定入金（＊引落）額                                 　　 　　　  　　 　
                  当座勘定取引通番                                               　　 　（注５）

	（注1）利子精算未了の場合は、「＊＊＊　以下の利子の精算は引落資金不足により処理未了です　＊＊＊」と表示されます。

（注２）売買先が決済代行先に国債の受払等にかかる事務を委託している場合に表示されます。

（注３）利子精算未了の場合は、「当座勘定引落予定額」と表示されます。

（注４）引落の場合には、金額の末尾に「＊」が表示されます。

（注５）国債利子精算額がゼロとなった場合または利子精算未了の場合は表示されません。


	（2111-00400）

	当座勘定引落通知

取引実行日　────

当座勘定

取引通番　引落口座　　　　　　　　　　　　　  金額　 　　  当座勘定残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

────　────（注１）　────── 　────── 円  ―――――――― 円（注２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担保余裕額

　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　  ―――――――― 円（注３）
記事　────
摘要　―― ――――


	（注１）引落先の金融機関等店舗コードまたはＢＩＣコードを表示します。

（注２）当座貸越取引先において、引落後に当座貸越であるときは、当座勘定残高の冒頭に符号「－」を付して表示します。

（注３）当座貸越取引先の場合に限り表示します（それ以外の場合には、項目名を含め表示しません。）。


	（2111-00500）

	当座勘定入金通知

取引実行日　――――

当座勘定

取引通番　入金口座　　　　　　　　　　　　　　　金額　　　  当座勘定残高

――――　――――（注１） ――――――　――――――― 円　―――――――― 円（注２）
　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  担保余裕額

　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　  ―――――――― 円（注３）
記事　────
摘要　―― ――――


	（注１）入金先の金融機関等店舗コードまたはＢＩＣコードを表示します。

（注２）当座貸越取引先の場合において、入金後に当座貸越であるときは、当座勘定残高の冒頭に符号「－」を付して表示します。

（注３）当座貸越取引先の場合に限り表示します（それ以外の場合には、項目名を含め表示しません。）。


（２）決済先の当座勘定に引落資金不足が生じる場合の取扱い

日本銀行は、決済先の当座勘定から国債利子精算額を引落すと当該決済先の当座勘定に引落資金不足が生じる場合には、当該売買先に対し、利子の精算が処理未了である旨を表示した「国債利子精算通知」を送信します。

なお、利子の精算は売買先毎に行い、引落資金不足が生じる売買先分については、国債利子精算額の全額について引落を行いません。また、一の当座勘定において複数の売買先分の引落を行うときは、売買先の金融機関等コードの昇順に引落を行いますが、引落資金不足が生じる売買先分については、国債利子精算額の全額について引落を行いません。

決済先は、売買先が当該「国債利子精算通知」を受信した場合には、直ちに当座勘定の引落資金不足の解消に必要な措置を講じたうえで、電話等により日本銀行業務局（営業業務課営業業務グループ）に連絡してください。

日本銀行は、この連絡を受けた場合には、速やかに決済先の当座勘定から国債利子精算額の引落を行い、当該決済先に対し、「当座勘定引落通知」を送信します。

［落札日］





（募入結果の送信）





募入決定通知





売渡国債明細





①売渡す国債の明細を送信





②売買代金の計算結果の送信





売渡国債明細


処理済通知





国債売買確認


サイン





③「国債売買確認サイン」を送信





国債売買確認


サイン受付通知





［取引実行日］











④日本銀行が国債資金同時受渡の


取引内容を入力した後、送信





国債資金同時受渡依頼受付案内（注１）








⑤「決済指示（国債）」を送信（注２）





決済指示（国債）（注２）








⑥国債の口座振替および当座勘定への入金（注３）





国債資金同時受渡


決済指示受付通知





国債資金同時受渡


実行通知（注１）





当座勘定入金通知


（国債資金同時受渡）








（注３）





［落札日］





（募入結果の送信）





募入決定通知





売渡国債明細





①売渡す国債の明細を送信





[売渡国債明細処理済通知の内容等所要


事項を連絡]


[振替の申請]※








②売買代金の計算結果の送信





売渡国債明細


処理済通知





国債売買確認


サイン





③「国債売買確認サイン」を送信





国債売買確認


サイン受付通知








④日本銀行が国債資金同時受渡の取引


内容を入力した後、送信











［取引実行日］








国債資金同時受渡依頼受付案内（注１）








⑤「決済指示（国債）」を送信（注２）





⑥国債の口座振替および当座勘定への入金（注３）





決済指示（国債）（注２）





国債資金同時受渡


決済指示受付通知





国債資金同時受渡


実行通知（注１）





（注３）





当座勘定入金通知


（国債資金同時受渡）








［落札日］





募入結果および売買代金の計算結果の送信





募入決定通知





①「国債売買確認サイン」を送信





国債売買確認


サイン





国債売買確認


サイン受付通知





［取引実行日］











②日本銀行が国債資金同時受渡の取引


内容を入力した後、送信











国債資金同時受渡


依頼受付案内（注１）





国債資金同時受渡


決済指示対象通知








③「決済指示（資金）」を送信（注２）








④当座勘定からの引落および国債の口座振替（注３）





決済指示（資金）（注２）








サイン





国債資金同時受渡


実行通知（注１）





国債資金同時受渡


決済指示受付通知





国債資金同時受渡


実行通知（資金）








［落札日］





募入結果および売買代金の計算結果の送信





募入決定通知





[募入決定通知の内容等所要事項を連絡]





①「国債売買確認サイン」を送信





国債売買確認


サイン





国債売買確認


サイン受付通知








②日本銀行が国債資金同時受渡の取引


内容を入力した後、送信





［取引実行日］








国債資金同時受渡


依頼受付案内


（注１）





国債資金同時受渡


決済指示対象通知








③「決済指示（資金）」を送信（注２）








④当座勘定からの引落および国債の口座振替（注３）





国債資金同時受渡


実行通知（資金）





決済指示（資金）（注２）








国債資金同時受渡


決済指示受付通知





国債資金同時受渡


実行通知（注１）











募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





（注）








募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





［売戻日


の前営業日］








①「国債条件付売買期日決済案内」


　を送信





国債条件付売買


期日決済案内





［売戻日］











②日本銀行が国債資金同時受渡の


取引内容を入力した後、送信








国債資金同時受渡


依頼受付案内（注１）








国債資金同時受渡


決済指示対象通知











③「決済指示（資金）」を送信（注２）





決済指示（資金）（注２）








国債資金同時受渡


決済指示受付通知








④当座勘定からの引落および国債の口座振替（注３）





国債資金同時受渡


実行通知（注１）





（注３）





国債資金同時受渡


実行通知（資金）





（注３）





①「国債条件付売買期日決済案内」


　を送信








［売戻日


の前営業日］








国債条件付売買


期日決済案内





［売戻日］











②日本銀行が国債資金同時受渡の


取引内容を入力した後、送信








国債資金同時受渡


依頼受付案内（注１）








国債資金同時受渡


決済指示対象通知











③「決済指示（資金）」を送信（注２）





④当座勘定からの引落および国債の口座振替（注３）





決済指示（資金）（注２）





国債資金同時受渡


決済指示受付通知








国債資金同時受渡


実行通知（注１）





（注３）





国債資金同時受渡


実行通知（資金）





（注３）





［買戻日


の前営業日］








①「国債条件付売買期日決済案内」


　を送信








国債条件付売買


期日決済案内





［買戻日］








②日本銀行が国債資金同時受渡の


取引内容を入力した後、送信








決済指示（国債）（注２）








国債資金同時受渡


実行通知（注１）








国債資金同時受渡


依頼受付案内（注１）











③「決済指示（国債）」を送信（注２）








④国債の口座振替および当座勘定への入金（注３）








当座勘定入金通知


（国債資金同時受渡）











国債資金同時受渡


決済指示受付通知








【振替の申請】※





［買戻日


の前営業日］








①「国債条件付売買期日決済案内」


　を送信








国債条件付売買


期日決済案内





［買戻日］








②日本銀行が国債資金同時受渡の


取引内容を入力した後、送信








国債資金同時受渡


依頼受付案内（注１）








③「決済指示（国債）」を送信（注２）








決済指示（国債）（注２）








④国債の口座振替および当座勘定への入金（注３）








国債資金同時受渡


決済指示受付通知





国債資金同時受渡


実行通知（注１）





当座勘定入金通知


（国債資金同時受渡）





募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





担保余裕額


利用細則（担保


関係事務）


第１編Ⅰ．５．　参照





担保余裕額


利用細則（担保


関係事務）


第１編Ⅰ．５．　参照





払出可能国債残高


利用細則（国債振替決済関係事務）


第１編Ⅰ．参照





所要担保価額、


担保余裕額


利用細則（担保


関係事務）


第１編Ⅰ．５．


参照





①「売渡国債差替請求」を送信





売渡国債差替請求





②差替請求承諾の連絡





売渡国債差替請求


承諾通知





売渡国債差替確認


サイン受付通知





③「売渡国債差替確認サイン」を送信





売渡国債差替


確認サイン





［差替実行日］








④日本銀行が国債資金同時受渡の取引内容を入力


した後、出力








国債資金同時受渡


依頼受付案内（注１）











⑥国債の口座振替および当座勘定への入金（注３）





⑤「決済指示(国債)」を送信（注２）





決済指示(国債)（注２）








国債資金同時受渡


決済指示受付通知


付）（注４）





国債資金同時受渡


実行通知（注１）





当座勘定入金通知


（国債資金同時受渡）








④´日本銀行が国債資金同時受渡の取引内容を


入力した後、出力








国債資金同時受渡


依頼受付案内（注１）





国債資金同時受渡


決済指示対象通知


）








⑤´「決済指示（資金）」を送信（注２）





決済指示(資金)（注２）








⑥´当座勘定からの引落および国債の口座振替（注３）





国債資金同時受渡


決済指示受付通知








国債資金同時受渡


実行通知（資金）








国債資金同時受渡


実行通知（注１）








①「売渡国債差替請求」を送信





売渡国債差替請求





②差替請求承諾の連絡





売渡国債差替請求


承諾通知





③「売渡国債差替確認サイン」を送信





売渡国債差替


確認サイン





売渡国債差替確認


サイン受付通知





[売渡国債差替請求承諾通知の内容等所要事項を連絡]


[振替の申請]※





［差替実行日］








④日本銀行が国債資金同時受渡の取引内容を入力


した後、出力





国債資金同時受渡


依頼受付案内（注１）














⑤「決済指示(国債)」を送信（注２）





決済指示(国債)（注２）





⑥国債の口座振替および当座勘定への入金（注３）





当座勘定入金通知


（国債資金同時受渡）








国債資金同時受渡


決済指示受付通知


付）（注４）





国債資金同時受渡


実行通知（注１）





④´日本銀行が国債資金同時受渡の取引内容を


入力した後、出力








国債資金同時受渡


依頼受付案内（注１）





国債資金同時受渡


決済指示対象通知





受付案内（記事付）








⑤´「決済指示（資金）」を送信（注２）





決済指示(資金)（注２）





⑥´当座勘定からの引落および国債の口座振替（注３）





国債資金同時受渡


実行通知（資金）








国債資金同時受渡


決済指示受付通知








国債資金同時受渡


実行通知（注１）








募入決定通知


利用細則（金融


調節等入札連絡


事務）


第１編　参照





担保余裕額


利用細則（担保


関係事務）


第１編Ⅰ．５．　参照





払出可能国債残高


利用細則（国債振替決済関係事務）


第１編Ⅰ．参照





（注１）








（注２）








（注２）








（注２）








（注３）








（注５）











